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今年度要求のポイント

継続実施

【経過（～23年度）】 【24年度】

＜支給対象者＞
平成１９年１０月以降に離職した人で、住居がない、または失う恐れ
のある人。

＜支給内容＞
申請に基づき、住宅手当（家賃相当分）を支給する。ただし、支給期
間は原則６ヵ月、状況により３ヵ月延長する場合もある。支給限度額
は、単身世帯の場合は月額４万円、複数世帯の場合は５万２千円。支
給期間中は住宅確保・就労支援員による就労支援等を実施する。

1,997 賃金

215,069

25,708 運営経費25,000,共益費104

1,989

住宅手当センターに係る経費 25,503

その他

合計 313,614 243,144

借上料604

住宅手当 285,752

370 370

24年度要求額

事業期間 　H21　～　H24　　

事業終了予定

【今後（25年度～）】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

２１年１０月　事業開始
２２年４月　　支給期間の延長が
　　　　　　　　可能となる

平成23年度予算額

全体事業費

項目

支給開始世帯の数および期間延長率・就労自立率を精査し予算要求の精度を高め
た。きめ細かい支援のための相談場所を確保する経費を計上した。

23年度予算

853,851

内容・積算等

事業目的

－

主な要求内容 （単位：千円）

人件費

事 業 費

平成24年度要求額

243,144313,614

事業内容

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失し
ている者又は喪失するおそれのある者に対して、住宅手当を支給する
ことにより、これらの者の住宅及び就労機会の確保に向けた支援を行
う。

(単位　千円)

整理番号 11 - 037 局・課名 健康福祉局・生活援護管理課

平成22年度決算額

234,386

区分
その他一般施策

関連事業

事 業 名 離職者等住宅手当事業

マスタープラン
３つの挑戦

－
マスタープラン

施策番号
1 2


